
大阪労働経済の動向

(大阪の雇用失業情勢の概況)

大阪府の雇用失業情勢は緩やかな景気の回復を受け、改善llR向にある。

平成16年の大阪の有効求人倍率は084倍 と前年の060倍 と比べて024ポイント上昇している。全国

の有効求人倍率は083倍 (前年064倍)で あり、大阪は全国よりも001ボ イント高く、年平均で全

国を上回ったのは昭和50年以来となる。

有効求人倍率を年齢階眉別にみると、「24歳以下Jで 173倍 (前年138倍)、「25～34歳Jで 989倍

(前年074倍)、「35～44歳Jで 110倍 (前年093倍)、「45～54歳」で063倍 (前年044倍)、「55歳以

上」で035倍 (前年022倍)と なっており、金ての年齢階層において前年を上回っている。

平成16年の大阪の完全失業率 (試算値)を みると、64%と 前年の76%よ り12ポ イント改善して

いるものの、全国の売合失業率の47%(前 年53%)よ りも17ポ イント高く、全国で3番目に悪い

数値となっている。

年齢階層別に見ると、「15～24歳Jで 122%(前 年129%)、 「25～34歳」で79%(前 年94%)、

「35歳～44歳Jで 53%(前 年55%)、 「45歳～54歳」で41%(前 年53%)、 「55歳～64歳Jで 56%

(前年78%)、 「65歳以上Jで 38%(前 年49%)と 、完全失業率においても、全ての年齢陪層で、

前年より改善しているものの、4国 と比較すると高水準にあり、とりわけ 「15～24歳Jで は全国よ

りも27ポ イント高くなっている。

こうした状況から、雇用失業情勢が、昨年に引き続き全体的に改善lR向を示している中で、若年

者については依然として厳しいものがあり、その大きな要因として、有効求人倍率は高いが、完全

失業率も高いという 「雇用のミスマッチJか 顕著になっていることかうかかえる。



(1)求 人の状況

新規求人数について、前年比では167%の 増力Rとなっ

ている。このうち、パート求人については、前年比で

は117%増 となっている。

また、新規求人数の四半期ごとの推移を,1年同期比

でみると、 1～ 3月期が256%増 、 4～ 6月期か193

1 求 人 ・求職の状況

平成16年の新規求人数は前年比167%増 、新規求

職者は86%減

有効求人倍率は084倍 と前年比024ポ イントの上昇

%増 、 7～ 9月 期が109%増 、10～12月期が120%増

となっている (図表 1-1)。

次に、新規求人数を雇用形態別にみると、「常用J

が月平均 5万 6!411人で前年に比べ8264人増 (前年比

172%増 )と なり、「臨時 ・季節Jが 181人増 (前年比

77%増 )と なっている。 また、「パー トタイム」 も

2,052人増 (前年比117%増 )と なっている (図表 1-

2)。

新4jl求人数を主要産業別に前年比でみると、すべて

の産業で増加 した。

規模別の状況をみても、すべての事業規模区分にお

いて増加 した (図表 1-3)。
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図表 1-1 四 半期別新規求人状況 (大阪府)

資料 1大阪労働局 「職業安定業務統計J

(注)本 ― トタイム関係を合む

図表 1-2 雇 用形態別新規求人状況 (月平均 ・大阪府)

(単位 !人)

(単位 !人)

年計 1～ 3月 4～ 6月 7～ 9月 10～12月

平成14年 41729 41032 40791 43917 41 144

平成15年 50513 48557 48226 52149 53 118

平成16年 58958 61000 57S37 57822 59474

打前年増減率(%) 167 256 193 120

雇用形態別
年 計

うちパー ト常 用 臨時 ・季節

平成14年 39647 2082 41 729 14934

平成15年 48147 2366 50513 17560

平成16年 56411 2547 58958 19612

対前年増減単(%) 172 7 7 167 117

資料|1大 阪労働局 「職業安定業務統計J
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図表 1-3 産 業別 ・規模別新規求人状況 (月平均 ・大阪府)

平成15年 平成16年 対前年増戒率

農 林 ・ 漁 業 16人 25人 563%

建 設 業 31635 3996

襲 造 業 6636 7524

食 村 口
” 13 1

機 維 関 係

出 販 ・印 刷

鉄 lR

金 属 製 品 1003 1!112

一般機械器具 1190 213

電気機械器具 935 274

輸送用機械器具

運 輸 ・ 通 信 業 3980 4620 161

卸売・小完業、飲食店 10.812 12359

サ ー ビ ス 業 23555 23,312

そ の 他 1879 2 122 129

計 50513 167

事
業
規
模

29人以下 27410 31661

30～99人 18725 17012 239

100～299ツ( 6619 7050

300～ 499人 1220 1,377 129

500～ 999人 981

1000人以上 354

資料 を大阪労働局 「職業安定業務統計J

(注)1 パ ートタイムを合む。
2 月 平均で算出しているため、合計数とは必すしも合致しない。

α)求 職の状況                    雇 用形態別にみると、「常用Jは 前年に比べ4,128件

新規求職申込件数は、前年比86%の 減少となった。  減 少 (84%滅 )、「臨時 ・季節Jも 104件の減少 (381

これを四半期ごとにみると、 1～ 3月 期が53%増 、  %減 )と なった。

4～ 6月期が96%増 、 7～ 9月期が96%減 、10～12   「 パー トタイマー」は、1,399件増 (187%増 )と

月期が102%減 となっている。            引 き続き増加となった (図表 1-5)。

また、高年齢者 (55歳以上)の 新規求職申込件数は、

前年比71%減 となり、新規求職者の絡数に占ある割  0)求 人惜率の状況

合は、前年比201%か ら204%と 03ポ イント上昇した   平 成16年は、新規求人数か前年比167%増 となり、

(図表 1-4)。                    新 規求職申込件数が前年比86%減 少したことから、

男女別にみると、男性は前年に比べ2488件の減少  新 規求人倍率は131倍となった。また、有効求人倍率

(92%減 )、女性は1.742件の減少 (78%減 )と なり、  は 084倍 となり、前年 (060倍)を 024ポイント上回っ

男女別構成比は、男性が前年より04ポ イント低下し  た (図表 1-6、  1-7)。

546%、 女性が前年より04ボイント上昇し454%と なっ

た。
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図表 4-4 四 半期別新規求職状況 (大阪府)
(単位 i件)

年平均 1～ 3月 4～ 6月 7～ 9月 10～12月

平成14年 52241 54,966 59239 49682 45077

55歳以上 10533 11003 12469 9428 9233

平成15年 49310 52328 56989 47121 40800

55歳以上 9905 10202 11711 9252 8454

平成16年 45079 49554 51543 42506 36631

1  5 5歳
以上 9198 9890 10卜655 8,499 7749

対前年増減率(%) ▲ 86 ▲ 53 ▲ 96 ▲ 96 ▲ 102

1  55歳 以上 ▲ 71 A31 ▲ 90 ▲ 81 ▲ 83

資料出所 i大阪労働局 「職業安定業務統計J
(注)バ ートタイムを合む。

国表 1-5 性 別 ・雇用形態別新規求職状況 (大阪府)

資料 1大阪労働局 「取業安定業務統計J
(江)パ ートタイムを合む

図表 1-6 新 規求人倍率の推移 (大阪府)
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資料 :大阪労働局 「職柴安定業務統計J

(注)1 新 規本人倍率とは、当月に新たに公共職業安定所に登録された新規水人 ・水職の比 (新規求人数/新 規
求職申込件数)の こと。

2 パ ー トタイムを合み、新規学卒者を際く。
3 新 規本人数、新規求職申込件数は月平均。

年平均
性 ,J 履用形態別

男  性 女  性 常  用 臨時 季節 うちパー ト

平成14年 52241 29094 23147 52097 144 7168

平成15年 49810 27097 22212 49037 71469

平成16年 45079 24609 20470 44909 3868

対前年増戒率(%) ▲ 86 ▲ 92 ▲ 78 ▲ 84 ▲ 381 187



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 ll月 12月 年平均

14年
新規 076 077 078 079 032 084 032

有効 044 044 044 045 045 046 047 047 047 O tt8 046

15年
新規 092 095 097 097 099 118 1 19 121 102

有効 052 053 057 058 058 066 073 077

19年
新規 124 124 121 141 127 124 152 144 131

有効 076 077 079 081 084 085 0鶴 087 092 084

資料 i大阪労働局 「職業安定業務統計J

(と)1 有 効求人倍率とは、有効求職に対する有効水人の比率をいい、有効求職者一人あたりの有効本人数を表

す。(有効求人倍率二月間有効求人数/月 間有効求職者数)

2 を 月の求人情率は季節調整値。担し、年平均は原数値。平成17年2月季節調整替。

3 パ ートタイムを合み、新規学卒者を除く。

図表 1-7 月 別 ・年別求人倍率の推移 (大阪府)

図表 1-3 就 職 ・充足状況 (月平均 ・大阪府)

図表 1-9 産 業別充足状況 (月平均 ・大阪府)

い L搬 率――
覇霧揮韓鮮ま登車扇

一 刈∞、叔 率=議 細 0

2 バ ートタイムを合む。
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資料 ,大阪労働月 「職業安定業務統計J

(注)1 パ ートタイムを合む

2 月 平均で算出しているため、合計数とは必ずしも合致しない。

就 職 件 数 充 足  数 就 職 率 充 足  客

平成14年 11325 12 196 217

平成15年 11781 12782 253

平成10年 12087 13,067 222

対前年増減率(%) 2 6 2 2 ▲ 31

平成15年 平成16年

新規求人数 充足数 充足暮 新規求人数 充足数 充足率

主

要

産

業

建 設 業 3635人 872人 240% 3996人 793人 198%

製 造 業 6,036 2736 412 7卜524 301

運 輸 ・ 通 信 業 3980 1035 1011 219

tr売・小完業、飲食店 10812 2686 248 12359 2740 222

サ ー ビ ス 業 23)555 210 20312 5096

そ の 他 1895 514 271 2147

合 計 50513 12782 253 58958 13067 222
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図表 1-10 年 臨階暦別常用有効求人 ・求職の動き (大阪府)(各 年10月)
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資料 !大阪労働局 「職業安定業務統計J

資料 大ヽ阪労働局 「職業安定業務統計J

“)就 職 ・充足の状況

平成16年に府内公共職業安定所を通 じて就職 した件

数 (月平均)は 、 1万 2,087件で前年に比へ306件、26

%の 増加 となった。就職率は268%と 前年を29本 イ

ント上回った。
一方、平成16年の新規求人数に対する充足数は前年

に比べ285人、22%増 となり、新規求人の充足率は前

年に比べ31ポ イント下回り222%と なった (図表 1-

11 4

図表 1-11 年 齢階層別常用有効求人倍率の動き (大阪府)(各 年10月)

有効末韓者取

8)。

また、主要産業における充足率をみると、すべての

産業で前年を下回った (図表 1-9)。

0 年 齢階層別常用求人 ・求職の動き

平成16年の有効求人数を年齢階層別 (各年10月現在)

にみると、「24歳以下Jが 前年同月比131%増 、「25～

34歳」が87%増 、「35～44歳Jが 98%増 、「45～54歳」

1 5

1 0

0 5

0 0

平 成

!子 |
●―十成

一 平成

一 平成

■

年

年

‐ギト

24歳以下 25～ 34歳 35-44歳 45～54歳 55歳以上

平 成 3年 0 88 0 53 6 74 031 0 14

― 平成 4年 0 94 0 54 0 72 0 29 0 15

一 平成 5年 1 38 0 74 0 93 0 44 0 22

一 平成 6年 1 73 0 89 110 0 63 0 35



が160%増 、「55歳以上Jが 350%増 と、すべての年

齢階層において増加となった。
一方、有効求職者数は 「24歳以下Jが 前年同月比

101%減 、「25～34歳Jが 98%減 、「35～44歳Jが 77

%減 、「45～54歳Jが 135%減 、「55歳以上」が144%

減と、すべての年齢階層において減少となった。(図

表 1-10)。

こうした求人 ・求職の動きから年齢階層別の有効求

人倍率 (原数値)を みると 「24歳以下Jで 173倍 、

「25～34歳Jで 989倍 、「35～44歳」で110倍 、「45～

54歳Jで 063倍 、「55歳以上Jで 035倍 と全ての年齢階

図表 1-12 パ ー トタイム労働者の状況

資料 1大阪労働局 「職業安定業務統計J

2 失 業の状況

ほ
あ 姦 ≧は住4%ど 岳雇言露:子ろ言5戸ラ千L言望し

|たが、全国平均(47%)よ り高水準で全国ワースト3

1若年層の失業率は、高水準で推移(15～24歳122%、

25～34歳79%)

わが国の完全失業率は前年に比べ、06ポ イント減

図表 1-13 完 全失業率の推移 (全国 ・大阪府)

層において前年を上回った (図表 1-11)。

い)パ ートタイム労働者の状況

平成16年のパー トタイム労働者の新規求人数は、前

年比117%増 となった。
一方、新規求職申込件数は、8868件で前年に比ベ

187%増 と引き続き増加となった。

このような求人 ・求職の動きから、平成16年の新規

求人倍率をみると、221倍 となり、就職件数は3Ⅲ928

件で前年に比べ25%の 減少となった (図表 1-12)。

少し、平成16年平均は47%と なっている。

大阪における平成16年の完全失業率 (試算値)は 64

%と 、全国で 3番 目に悪い数値となっている。

また、大阪府における年齢階層別の完全失業率でみ

ると、全ての年齢階眉で、全国より上回っている。特

に、「15歳～24歳」「25歳～34歳」の完全失業率は、平

成16年に減少に転じたものの、依然高い水準にある

(図表 1-13、 1-141。

Ｆ

Ｌ

(単位 ,%)

新規水人数 新規求職申込件数 新規求人情率 就職件数

平成13年 14903 6309 236 3359

平成14年 14934 7,168 208 3861

平成15年 17560 7469 235 4)028

平成16年 19612 221 3928

対前年増減率(%) 117 ▲ 014 ▲ 25

全 国 大 阪

総数 中
歳

一
歳

一
歳

一
歳

”
歳

歳
上

６５
以

絡数 ”
歳

”
歳

一
歳

”
歳

”
歳

歳
上

６５
以

平成11年 4 7 55 3 2 54 22 62 106 7 3 4 7 43 6 5 3 7

平成12年 4 7 56 3 2 55 2 2 67 4 7 4 8 77 44

平成13年 60 36 5 7 2 4 7 2 122 48 5 2 71 53

平成14年 54 64 41 40 7 7 5 7 6 0 77

平成15年 6 3 41 37 56 2 5 7 6 129 5 3 70

平成16年 47 5イ 39 34 45 64 79 41 56 38

資料 i総務省 「シ働力調査J




